障害者自立支援法に基づく研修修了証書再交付に関する取扱要領
第１条　この要領は、障害者自立支援法（以下「法」という。）による指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準、指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準、指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の規定に基づき、福島県が実施した研修に関する修了証書の再交付について必要な事項を定めるものとする。

第２条　この要領で対象とするのは以下に掲げる証書とする。

　一　指定地域相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める者（平成24年厚生労働省告示第226号）に定める研修を修了した旨の証書
　二　指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める者（平成24年厚生労働省告示第227号）に定める研修を修了した旨の証書

　三　指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定める者（平成18年厚生労働省告示第544号）に定める研修を修了した旨の証書

　
第3条 研修修了者が当該研修修了証書を紛失したとして、証書の再交付を受けようとする場合は、　　　修了証書再交付申請書（様式１）に必要事項を記入の上、所要の福島県収入証紙を貼り付け、知事に申請するものとする。

２　再交付申請は、原則として申請者が来庁して本人であることが確認できる書類を提示して行うもとする。

３　申請者が来庁できないやむを得ない理由がある場合には、申請者の代理人による申請や、郵便等による申請も可能とする。

４　代理人による申請をしようとする場合には、申請書に申請者の代理人であることを証する書面等の写しを添付するものとする。

５　郵便等の方法による申請をしようとする場合には、申請書に申請者であることを証する書面等の写しを添付するものとする。

また、返信に必要な金額の郵便切手を貼付し、送付先を記載した返信用封筒を申請書と一緒に提出するものとする。

第4条 知事は、申請書の内容を審査し、適正である場合は修了証書を再交付するものとする。
第5条 証紙収入に係る取扱いについては、福島県財務規則施行通達（昭和４１年総務部長依命通達）第３章第３８条関係の３によるものとする。

附　則

この要領は平成２４年７月　９日から施行し、平成２３年７月１日から適用する。

ただし、この要領の施行の日の前日までに交付した証明書については、第３条及び第４条の規定を適用せず、証明事務に係る収入証紙は任意の証明申請書又はその写しに貼付するものとする。
附　則

　この要領は、平成２６年１１月１２日から適用する。
（様式１）
	福島県収入証紙３００円分を貼ってください。

（消印を押印しないこと）


修了証書再交付申請書

平成　　年　　月　　日
　福 島 県 知 事　様
申請者氏名　　　　　　　　　　 　 印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本人）

次の修了証書について再交付をお願いします。
	申

請

者
	フリガナ

氏　　名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	

	
	 住　　所
	住　所：

電　話：

	
	 生年月日


	明治・大正
昭和・平成      　　  年　　　月　　　日



	
	
	

	証
書
	研修の名称
	平成　　年度　　　　　　　　　　　　　研修（分野名　　　　　）

	
	交付番号
	第　　　　　　　　　　号

	
	交付年月日
	平成　　 年　　月　　日

	
	受講期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	再交付を申請
する事由
	


【提出先】

〒９６０－８６７０（住所の記入は不要です。）

福島県保健福祉部障がい福祉課あて

（注意）

１　修了証書再交付申請書を提出する前に、電話等で修了しているかどうかの確認をしてください。

２　送付先住所を記入し、１２０円切手を貼付した返信用封筒を同封してください。
３　原本が発見された場合、速やかに担当課まで返納してください。
